
証券コード5928
2022年６月９日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 大 淀 中 １ 丁 目 １ 番 30 号

アルメタックス株式会社
代表取締役社長 村 治 俊 哉

第58期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申しあげます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示いただき、2022年６月28日（火）午後５時45分までに到着するようご返送ください。

敬 具

記

１．日 時 2022年６月29日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区大淀中１丁目１番88号

梅田スカイビルタワーイースト 36階「スカイルーム１」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 第58期（2021年４月１日から2022年３月31日）事業報告並びに計算書類の

内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役５名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件

（報告事項及び決議事項の内容につきましては、次頁以下に記載のとおりであります。）
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。
事業報告、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社のウェブサイ
ト（https://www.almetax.co.jp/）に掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染防止への対応につきましては、別紙及び上述の当社のウェ

ブサイトに掲載しております。
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（添 付 書 類）

第 58 期 事 業 報 告
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果並びに対処すべき課題

当期のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡散による経済への影響が継

続し、全体としては厳しい経済状況が続いております。また、世界的な物流の混乱、原油価

格等の原材料価格の上昇などが続くなか、ロシアによるウクライナ侵攻という地政学的リス

クも顕在化して、当社を取り巻く経営環境の不安定な状況が続いております。

国内の住宅建材市場におきましても、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が継続するな

か、新設住宅着工戸数に持ち直しの動きが見られましたが、本格的な市場の回復を見るには

いたりませんでした。

このような状況のなか、売上高につきましては、主力製品である新設住宅用建材及びリフ

ォーム用住宅建材の受注は前期実績を上回りましたが、全体的に伸び悩む結果となりまし

た。収益面につきましては、生産性の改善並びに総費用の削減に継続して取り組んだ成果に

前期に実施した減損の効果も相まって、前年同期を大きく上回る結果となりました。

その結果、売上高につきましては、95億４千１百万円（前年同期は90億２千８百万円,

5.7％増）となりました。

利益面につきましては、営業利益で２億８千１百万円（前年同期は営業損失で７千２百万

円）、経常利益で４億円（前年同期は７千５百万円,427.6％増）、当期純利益は３億５千３百

万円（前年同期は当期純損失で７億２千９百万円）となりました。

次期におきましては、当社を取り巻く環境の変化が大きいなか、新型コロナウイルス感染

症による影響や資源価格等の高騰が継続することが見込まれます。

また、国内住宅着工戸数は長期的には減少傾向が続くものと見込まれますが、売上・収益

の増加に向けて、既存製品の受注を堅持するとともに、新規取引先の獲得並びに新製品のさ

らなる開発に注力してまいります。また、引続き生産性の改善や業務の合理化等による収益

構造の改善に全社を挙げて取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、引続き一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあ

げます。
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(2) 売 上 高
（単位：千円）

金 額 構 成 比 対前期比

住 宅 建 材 部 門 9,541,712 100.0％ 5.7％

(3) 設備投資の状況

当事業年度に実施した設備投資の総額は９千２百万円であり、その主なものは、住宅建材

の新製品生産用設備等であります。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持株又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

(8) 財産及び損益の状況の推移

期 別

項 目

第 55 期 第 56 期 第 57 期 第58期（当期）

(2018年４月１日から
2019年３月31日まで) (2019年４月１日から

2020年３月31日まで) (2020年４月１日から
2021年３月31日まで) (2021年４月１日から

2022年３月31日まで)
売 上 高(千円) 11,065,400 10,422,727 9,028,066 9,541,712

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失(△)(千円)

△38,879 76,548 75,894 400,386

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失(△)(千円)

△78,370 60,612 △729,053 353,475

１株当たり当期純利益又は
１ 株 当 た り 純 損 失(△)(円)

△7.60 5.88 △70.75 34.21

総 資 産(千円) 11,455,123 11,052,802 10,640,342 11,061,828

純 資 産(千円) 9,002,497 8,754,457 8,383,188 8,552,677

１ 株 当 た り 純 資 産(円) 873.58 849.53 813.51 827.07

（注）１．１株当たり当期純利益又は1株当たり純損失（△）は期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純

資産は期末発行済株式総数に基づき、算出しております。
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(9) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 子会社の状況

該当事項はありません。

(10) 主要な事業内容

住 宅 建 材 部 門……サッシ、ドア、エクステリア、サッシ部材等の製造販売

(11) 事 業 所

本 社 大阪市北区大淀中１丁目１番30号

東京支店 東京都新宿区岩戸町17番地 文英堂ビル５階

工 場 滋賀工場 滋賀県栗東市

関東工場 茨城県古河市

山口工場 山口県山口市

静岡工場 静岡県掛川市

栗東資源循環センター 滋賀県栗東市

東北センター 宮城県加美郡色麻町

(12) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

364名 3名減 44.3歳 17.3年

(13) 主要な借入先

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 37,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,340,946株（自己株式1,571,569株を除く）

(3) 株 主 数 2,910名（前期末比336名増）

(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

積 水 ハ ウ ス 株 式 会 社 3,740,447 株 36.17 ％

積 水 化 学 工 業 株 式 会 社 703,910 6.81

ア ル メ タ ッ ク ス 従 業 員 持 株 会 469,586 4.54

遠 山 和 子 210,000 2.03

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 121,583 1.18

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 121,574 1.18

西 田 新 次 郎 117,800 1.14

石 川 晋 114,000 1.10

カ ネ エ ム 工 業 株 式 会 社 100,000 0.97

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 100,000 0.97

（注）持株比率は、自己株式（1,571,569株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として役員に交付した株式の状況

当社は、社外取締役を除く取締役を対象として、株主価値との連動性を高め長期的な業績

向上へのインセンティブを付与することを目的に、譲渡制限付株式報酬制度を導入しており

ます。

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は、社外取締役を除く取締役３名に対し、29,893

株交付しております。

(6) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長兼社長執行役員 村 治 俊 哉

取 締 役 濵 岡 峰 也 清和法律事務所 弁護士

取 締 役 渡 部 健

取締役兼副社長執行役員 矢 田 肇 新規事業推進、営業・技術部門担当

取締役兼常務執行役員 山 元 秀 和 生産・調達部門担当

常 勤 監 査 役 清 家 由 和

監 査 役 田 中 善 秀 積水ハウス株式会社 積和建設事業本部 次長

監 査 役 大 西 一 嘉

（注）１．取締役濵岡峰也氏及び渡部健氏は、社外取締役であります。
２．監査役田中善秀氏及び大西一嘉氏は、社外監査役であります。
３．取締役小原肇氏及び生川聖一氏は、2021年６月29日開催の第57期定時株主総会終結の時をもって任期満

了につき退任いたしました。
４．2021年６月29日開催の第57期定時株主総会において、山元秀和氏が取締役に選任され就任いたしまし

た。
５．取締役濵岡峰也氏及び渡部健氏並びに監査役大西一嘉氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して届け出ております。
６．当社定款に基づき、当社と常勤監査役清家由和氏は、2019年６月18日より、責任限定契約を締結してお

ります。

(2) 取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

１．基本方針

当社の取締役の報酬は、業績に対する取締役の責任を明確にしたうえで、固定報酬と

しての基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等による報酬体系とし、個々の取締役

の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

２．基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他

社水準、当社の業績、従業員給与の水準も考慮し、総合的に勘案して決定するものとす

る。
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３．業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、経営指標の

達成度合いに応じて算出された額を毎年一定の時期に支給する。業績連動報酬等の基準

となる経営指標は当期の経常利益見込及び当期純利益見込を勘案して、目標値の達成度

合いにより決定する。目標となる業績指標とその値は、計画策定時に設定し、適宜、環

境の変化に応じて見直しを行うものとする。当事業年度の経常利益及び当期純利益は、

１．(8) 財産及び損益の状況の推移に記載のとおりであります。

４．非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

非金銭報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与すると共に、

株主との一層の価値共有を進めることを目的とした譲渡制限付株式とし、その内容等に

ついては以下のとおりとする。

(a) 株式報酬の内容

事前交付型譲渡制限付株式とし、事前に譲渡制限を付した株式を交付し、対象取

締役が将来退任した後にこの譲渡制限を解除する。また、対象取締役は、この制

度に基づき当社より支給された金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払込

み、当社の普通株式の発行または処分を受ける。

(b) 交付する株式の数の算定方法

交付のため発行又は処分する当社普通株式の総数は対象取締役について年40千株

以内とし、株式報酬交付のため対象取締役に対して支給する金銭報酬総額は、年

額10百万円以内とする。対象取締役各人に対する株式報酬の割当てについては、

取締役会で別途定める「譲渡制限付株式報酬規程」において決定する。

(c) 報酬等を与える時期

毎年6月の取締役会において、対象取締役に対する株式の割当てを決定して、同

年7月に交付する。

５．基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の割合

基本報酬、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の割合については、業績や取締役報酬、

各個人の評価等を総合的に勘案のうえ、取締役会にて適宜決定する。なお、代表取締役

と他の取締役による構成比の違いはない。

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容に

ついて委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役

の業績を踏まえた評価配分とする。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額(千円）
対象となる役員の

員数（名）
固定報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役

（うち社外取締役）

126,332

(12,000)

95,871

(12,000)

24,274

（－）

6,187

（－）

7

(2)

監査役

（うち社外監査役）

26,400

(8,400)

26,400

(8,400)
－ －

3

(2)

計 152,732 122,271 24,274 6,187 10

（注）１．上記報酬額には、執行役員（使用人）を兼務している取締役は、執行役員報酬を含めております。
２．業績連動報酬等の額には、翌期支払い予定の役員賞与24,274千円を含めております。
３．非金銭報酬等として取締役に対して株式報酬を交付しております。当該株式報酬の内容及びその交付状

況は2．会社の株式に関する事項に記載のとおりであります。
４．当社の取締役及び監査役の報酬額は、2007年6月28日開催の第43期定時株主総会決議に基づき、取締役

の報酬額を年額2億3千万円以内（うち社外取締役分3千万円以内）、監査役の報酬額を年額6千万円以内
としております。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は10名（うち、社外取締役１名）、
監査役の員数は３名であります。

５．当社の取締役（社外取締役を除く）の譲渡制限付株式の報酬は、2021年6月29日開催の第57期定時株主
総会決議に基づき、年額1千万円以内としております。また、他の取締役報酬と合わせた取締役の報酬
額は、現行の報酬額と同じ年額２億３千万円以内となります。なお、当該定時株主総会終結時点で当該
決議に係る取締役の員数は３名であります。

④ 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役

会が判断した理由

当事業年度の取締役の個人別の報酬については、取締役会において決議した決定方針に

則った決定方法・内容であるため、報酬内容が決定方針に沿うものであると判断いたしま

した。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

当事業年度においては、取締役会において代表取締役社長村治俊哉に取締役の個人別の

報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議を受けております。その権限の内容は各取

締役の基本報酬の額及び各取締役の業績を踏まえた評価配分であり、これらの権限を委任

した理由は、各取締役の評価を行うのは代表取締役が最も適しているからであります。

(3) その他会社役員に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 会 社 名 役 職 名

取締役 濵 岡 峰 也 清和法律事務所 弁護士

監査役 田 中 善 秀 積水ハウス株式会社 積和建設事業本部 次長

（注）積水ハウス株式会社は、当社の主な販売先であります。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

当社は、積水ハウス株式会社の持分法適用関連会社であり、同社は、当社の住宅建材製品

の主要販売先であります。

(3) 当該事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会

取締役 濵 岡 峰 也 12回中12回出席 ―

取締役 渡 部 健 12回中12回出席 ―

監査役 田 中 善 秀 12回中11回出席 13回中12回出席

監査役 大 西 一 嘉 12回中12回出席 13回中12回出席

（注）各社外取締役及び各社外監査役は、公正な意見の表明を行い、主に取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための助言・提言を行っております。濵岡取締役は社外取締役として期待した役割どおり、主に取

締役会において内部統制の監督やチェックによる透明性の向上や業務執行者から独立した客観的な立場から

ご意見を頂いております。渡部取締役は社外取締役として期待した役割どおり、主に取締役会において経営

の監督や業務執行者から独立した客観的な立場からご意見を頂いております。また、各社外監査役は、監査

役会においては、社外監査役の立場で適宜発言を行っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条

第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因とな

った職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

(5) 当社の親会社又は親会社の子会社において受け取った役員としての報酬等の総額

該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

25,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬の

額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

(3) 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

25,000千円

(4) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(5) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を

確認し、報酬額の見積もりの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき同意しまし

た。

(6) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基

づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める解任事由に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監

査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を

解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(7) 会計監査人の業務停止処分に関する事項

該当事項はありません。

(8) 当該事業年度に辞任した会計監査人に関する事項

該当事項はありません。
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６．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制

当社の内部統制システム構築の基本方針は、次のとおりであります。

当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定め

る体制の整備」について下記のとおり定め、かかる体制の下で会社の業務の適法性・効率性

の確保並びにリスクの管理に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて見直

しを行い、その改善・充実を図るものとする。

１ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役及び使用人が法令・定款を遵守するための倫理行動基準を制定し、内部統制シ

ステムの構築、維持、向上を推進するとともに、コンプライアンス体制の整備及び維

持を図る。必要に応じて各担当部署において、規則、ガイドラインの策定と研修を行

う。

(2) 取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役

会に報告する等ガバナンス体制を強化する。

(3) 内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室を置く。

(4) 取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を

発見した場合には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会において報告

するものとする。

(5) 法令・定款違反その他のコンプライアンスに関する情報についての社内報告体制を整

備し運用する。内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに透明性・公正

性を維持した的確な対処の体制を整備することとする。

(6) 監査役は当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めると

きは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を文書等に記録し、

適切に保存、管理する。

また、情報管理については、情報セキュリティや、個人情報保護に関する基本方針を定

めて対応する。

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、以下①から③のリスクを認識し、その

把握と管理、個々のリスクについての管理責任者についての体制を整えることとす

る。

① 製造・物流及び製品

② 販売・仕入

③ 財務・経理
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(2) リスク管理対象の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての管理

責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した

場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等

を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、

これを最小限に止める体制を整える。

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取

締役会を月１回定期に開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催するものとする。

(2) 取締役の決定に基づく業務執行については、組織分掌権限規程において、それぞれの

責任者及びその責任、執行手続きの詳細について定めることとする。

５ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を要請した場合、監査役と協議の上、使用人を置

く等しかるべき対応をとることとする。

６ 上記５の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の

確保に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人を置く場合、当該使用人の人事については、事前に監

査役の意見を聞くこととすると共に、監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実

効性を確保することとする。

７ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役及び使用人は、当社の業務又は業績に著しい影響を与える事項について監査役に

その都度報告するものとする。

前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、稟議書その他業務に関する重要な文

書を閲覧し、取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとする。

また、監査役は必要に応じて代表取締役と経営方針、対処すべき課題、監査上の課題等

について意見交換を行うほか、会計監査人から財務に関する報告を求める。

なお、監査役へ報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益な扱いを受け

ないことを確保するものとする。

８ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理等に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用又は債務については、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら

れる場合を除いて速やかに当該費用又は債務を処理することとする。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

１ 内部統制システム全般

当社は、監査室による監査を通じて、内部統制システム全般の評価及び改善を行ってお

ります。

２ コンプライアンス

当社は、「倫理行動基準」を定め全社員に周知し、社員教育を通じて、法令を遵守する

ための取組みを継続的に行っております。

３ 損失の危険の管理

当社は、リスク管理体制の強化・推進に努めるとともに、経営に重大な影響を与える損

失発生のリスクを定期的に見直し、必要に応じた対応を行っております。

４ 取締役の職務の執行

取締役会は12回開催し、各議案の審議、業務執行の状況等の監督を行いました。重要案

件については、経営会議を開催し、取締役会決議に先立ち意見交換を行いました。また、

当社では、執行役員制度を導入し、意思決定・監督機能と業務執行機能を区分して、経営

の効率化を図っております。

５ 監査役の職務の執行

監査役会は13回開催し、監査に関する重要な事項について協議を行いました。また、監

査役は取締役会に出席するとともに、必要に応じて取締役、会計監査人等と意見交換を行

いました。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

従業員に対する長期貸付金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,980,594

1,658,354

69,785

2,265,155

1,058,055

138,258

7,973

592,526

15,922

175,407

2,038

△2,884

5,081,233

2,316,947

768,213

3,035

30,956

13,732

31,397

1,465,142

4,470

8,894

7,977

743

173

2,755,391

1,370,773

1,300,657

2,900

6,430

78,403

△3,773

流 動 負 債 1,875,562

支 払 手 形 673,784

買 掛 金 653,907

未 払 金 109,236

未 払 費 用 78,567

未 払 法 人 税 等 49,862

未 払 消 費 税 等 74,606

前 受 金 7,847

預 り 金 22,442

賞 与 引 当 金 175,879

役 員 賞 与 引 当 金 17,203

製 品 保 証 引 当 金 7,610

設 備 関 係 支 払 手 形 4,514

そ の 他 100

固 定 負 債 633,588

繰 延 税 金 負 債 322,250

再評価に係る繰延税金負債 132,047

退 職 給 付 引 当 金 177,127

そ の 他 2,163

負 債 合 計 2,509,150

純 資 産 の 部

株 主 資 本 7,457,379

資 本 金 2,160,418

資 本 剰 余 金 2,585,585

資 本 準 備 金 2,233,785

そ の 他 資 本 剰 余 金 351,800

利 益 剰 余 金 3,101,636

利 益 準 備 金 340,169

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,761,467

別 途 積 立 金 2,350,000

繰 越 利 益 剰 余 金 411,467

自 己 株 式 △390,260

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,095,297

その他有価証券評価差額金 1,044,184

土 地 再 評 価 差 額 金 51,113

純 資 産 合 計 8,552,677

資 産 合 計 11,061,828 負債及び純資産合計 11,061,828
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損 益 計 算 書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,541,712

売 上 原 価 7,601,878

売 上 総 利 益 1,939,834

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,658,517

営 業 利 益 281,317

営 業 外 収 益

受 取 利 息 43

受 取 配 当 金 89,263

仕 入 割 引 4,954

助 成 金 収 入 19,144

そ の 他 の 営 業 外 収 益 6,768 120,175

営 業 外 費 用

売 上 割 引 862

そ の 他 の 営 業 外 費 用 243 1,105

経 常 利 益 400,386

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 56 56

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 400 400

税 引 前 当 期 純 利 益 400,043

法人税、住民税及び事業税 32,900

法 人 税 等 調 整 額 13,667 46,567

当 期 純 利 益 353,475
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 2,160,418 2,233,785 350,790 2,584,575

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 取 崩 ― ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

自 己 株 式 の 処 分 ― ― 1,009 1,009

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 (純 額)

― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 1,009 1,009

当 期 末 残 高 2,160,418 2,233,785 351,800 2,585,585

（単位：千円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 340,169 3,150,000 △690,339 2,799,829 △399,188 7,145,634

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 取 崩 ― △800,000 800,000 ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― △51,668 △51,668 ― △51,668

当 期 純 利 益 ― ― 353,475 353,475 ― 353,475

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △13 △13

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ― 8,941 9,951

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 (純 額)

― ― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― △800,000 1,101,807 301,807 8,928 311,745

当 期 末 残 高 340,169 2,350,000 411,467 3,101,636 △390,260 7,457,379
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（単位：千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,186,439 51,113 1,237,553 8,383,188

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 取 崩 ― ― ― ―

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △51,668

当 期 純 利 益 ― ― ― 353,475

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △13

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― 9,951

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 (純 額)

△142,255 ― △142,255 △142,255

当 期 変 動 額 合 計 △142,255 ― △142,255 169,489

当 期 末 残 高 1,044,184 51,113 1,095,297 8,552,677
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式

等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式

等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品（住宅用建材他） 先入先出法に基づく原価法

〃 （輸入アルミビレット・アルミ新地金・アルミ屑）移動平均法に基づく原価法

製 品（住宅用建材他） 先入先出法に基づく原価法

原材料（アルミ形材他） 移動平均法に基づく原価法

〃 （部 品） 先入先出法に基づく原価法

仕掛品（住宅用建材他） 先入先出法に基づく原価法
（注）貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

(3) 有形固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

機械及び装置 法人税法に規定する耐用年数及び残存価額に基づく定率法

上記以外の有形固定資産 法人税法に規定する耐用年数及び残存価額に基づく定額法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(4) 無形固定資産及び長期前払費用の減価償却の方法

無形固定資産

法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

長期前払費用

法人税法の規定に基づく均等償却

(5) 引当金の計上基準

１．貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上して

おります。
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２．役員賞与引当金

役員賞与の支給に備えるため、賞与の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。

３．賞 与 引 当 金

従業員賞与の支給に備えるため、賞与の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

４．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付債務見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定率法により、翌事業年度から費用処理することとし

ております。

５．製品保証引当金

将来の製品交換及び補修費用の支出に備えるため、個別案件に対して今後必要と見込ま

れる金額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

商品及び製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に

基づいて商品及び製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品及

び製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得して充

足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

(7) ヘッジ会計の方法

(a) ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理

を採用しております。

(b) ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金等の金利変動リスクをヘッジするために金利スワップ等を利用しております。

(c) ヘッジ方針

主として金利変動リスクを回避するためデリバティブ取引を利用することを基本方針と

しております。

(d) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、事前に特例処理の条件に合致していることを確認してい

るため、事後の有効性の評価を省略しております。
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２．会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することとしております。これにより、従来、販売費及び一般管理費に計上しておりまし

た販売手数料等の顧客に支払われる対価の一部について、取引価格から減額する方法に変更

しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方

針を適用しております。

この結果、当事業年度の売上高並びに販売費及び一般管理費はそれぞれ５千万円減少し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益には影響はありません。また、利益剰余金の当事

業年度の期首残高への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経

過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来に渡って適用す

ることといたしました。

これにより、金融商品の注記において、金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する事項

等の注記を行うことといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

当事業年度において、新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う活動自粛要請などが経

済や企業活動に影響を与えており、売上高が伸び悩んでおります。繰延税金資産の認識は、

将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。翌期１年

間の課税所得の見積額は、取締役会の承認を得た来期計画を基礎とし、過去の実績数値や計

画の達成状況などと整合的に修正して算出しております。また、当該見積りにおいては、新

型コロナウイルス感染症の影響が継続する期間についての仮定を考慮しており、当社は前事

業年度末時点では新型コロナウイルス感染症の影響が2022年３月まで継続すると仮定してお

りましたが、当事業年度末においてはこのような状況が少なくとも2023年３月まで継続する

と仮定を修正しております。当該見積りは、将来の不確実な変動によって影響を受ける可能

性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の

計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

繰延税金資産 136,614千円
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４．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

製品別に分解した顧客との契約から認識した売上高並びにその他の源泉から認識した収益

は次のとおりであります。
（単位：千円）

新設戸建住宅用建材 8,207,268

リフォーム用住宅建材 903,588

その他 410,553

顧客との契約から生じる収益 9,521,411

その他の収益 20,301

外部顧客への売上高 9,541,712

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

契約残高

当社の契約残高の内訳は次のとおりであります。
（単位：千円）

区分 当事業年度

顧客との契約から

生じた債権

受取手形 69,785

電子記録債権 2,265,155

売掛金 1,058,055

貸倒引当金 △2,884

合計 3,390,112

５．貸借対照表の注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 5,774,928千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,971,356千円

短期金銭債務 90,730千円

(3) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

６．損益計算書の注記

(1) 関係会社取引

売 上 高 5,336,738千円

仕 入 高 995,801千円

受 取 配 当 金 44,982千円

(2) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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７．株主資本等変動計算書の注記

(1) 発行済株式に関する事項

当事業年度期首
株 式 数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当事業年度末
株 式 数(株)

普 通 株 式 11,912,515 ― ― 11,912,515

合 計 11,912,515 ― ― 11,912,515

(2) 自己株式に関する事項

当事業年度期首
株 式 数(株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当事業年度末
株 式 数(株)

普 通 株 式 1,607,575 49 36,055 1,571,569

合 計 1,607,575 49 36,055 1,571,569

増減数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 49株

譲渡制限付株式報酬としての処分による減少 36,055株

(3) 配当金に関する事項

１．配当金支払額

2021年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

配 当 金 の 総 額 10,304千円

１ 株 当 た り 配 当 額 １円

基 準 日 2021年３月31日

効 力 発 生 日 2021年６月30日

2021年11月10日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

配 当 金 の 総 額 41,363千円

１ 株 当 た り 配 当 額 ４円

基 準 日 2021年９月30日

効 力 発 生 日 2021年12月７日

２．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2022年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

・普通株式の配当に関する事項

配 当 金 の 総 額 62,045千円

配 当 の 原 資 利益剰余金

１ 株 当 た り 配 当 額 ６円

基 準 日 2022年３月31日

効 力 発 生 日 2022年６月30日

(4) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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８．税効果会計の注記

繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞 与 引 当 金 53,818千円

役 員 賞 与 引 当 金 5,264

製 品 保 証 引 当 金 2,328

未 払 事 業 税 9,784

貸 倒 引 当 金 2,037

退 職 給 付 引 当 金 54,200

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,067

会 員 権 評 価 損 2,867

減 損 損 失 145,546

そ の 他 15,490

小 計 292,408

評 価 性 引 当 額 △155,793

合 計 136,614

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △458,865

合 計 △458,865

繰延税金資産の純額（△負債） △322,250

９．金融商品の注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、必要が生じた場合には、銀行等

金融機関から資金を調達する予定であります。

受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って

リスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式及び不動産投資信託であり、

四半期ごとに時価の把握を行っています。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2022年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

貸借対照表
計上額(＊)

時価(＊) 差額

投資有価証券及び関係会社株式

その他有価証券

株式 2,671,430 2,671,430 ―

（＊）「現金及び預金」、「受取手形、電子記録債権及び売掛金」、「支払手形（設備関係支払手形を含む）及び買掛

金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して

おります。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベ

ルに時価を分類しております。

時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券及び関係会社株式

その他有価証券

株式 2,671,430 ― ― 2,671,430

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券及び関係会社株式

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。
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10．賃貸等不動産の注記

賃貸等不動産の注記については、重要性に乏しいため、記載しておりません。

11．持分法損益等の注記

該当事項はありません。

12．関連当事者との取引の注記

親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

属性
会社等
の名称

住所
資本金
又 は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等
の被所有
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額 科目 期末残高

その他
の関係
会社

積水ハウス㈱
大阪市
北区

百万円

202,591
住宅
メーカー

36.2％
当社製品の
販売
役員の兼任

住宅用建
材製品の
販売等

5,336,738

売掛金 486,963

電子記録
債権

1,484,393

原材料の
仕入

995,801 買掛金 90,730

取引条件及び取引条件の決定方針等

取引価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっており

ます。取引条件的に劣ることはありません。

13．１株当たり情報の注記

(1) １株当たり純資産額 827円07銭

(2) １株当たり当期純利益 34円21銭

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

損 益 計 算 書 上 の 当 期 純 利 益 353,475千円

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益 353,475千円

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額 ―千円

普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数 10,331千株

14．重要な後発事象の注記

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月10日

アルメタックス株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 目 細 実

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 安 田 秀 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アルメタックス株式会社の

2021年４月１日から2022年３月31日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第58期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各

監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項

に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人「有限責任監査法人トーマツ」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月11日

アルメタックス株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 清 家 由 和 ㊞
社 外 監 査 役 田 中 善 秀 ㊞
社 外 監 査 役 大 西 一 嘉 ㊞

以 上
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第58期株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりにいたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

当社の配当政策は、将来の事業展開に備え、内部留保の充実にも留意しながら、業績

等を勘案し、株主の皆様に継続的かつ安定的な利益還元に努めていくことを基本方針と

いたしております。

この方針の下、当期の期末配当金につきましては１株につき６円とさせていただきた

く存じます。

なお、中間配当金として１株につき４円をお支払いいたしておりますので、年間の配

当金は１株につき10円となります。

(1) 配当財産の種類 金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金６円 総額62,045,676円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日（第58期期末配当金の支払開始日）

2022年６月30日

２．その他剰余金の処分に関する事項

経営基盤の強化を図るため、以下のとおりにいたしたいと存じます。

(1) 増加する剰余金の項目及びその額

別 途 積 立 金 200,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 200,000,000円
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第２号議案 定款一部変更の件

１．変更の理由

(1) 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに

規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制

度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

① 変更案第15条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提

供措置をとる旨を定めるものであります。

② 変更案第15条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項

の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

③ 参考書類等のインターネット開示の規定（現行定款第15条）は不要となるため、

これを削除するものであります。

④ 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

(2) コーポレートガバナンスの一層の強化に向けて、経営体制の透明化と説明責任の明

確化を図ることを目的に、相談役制度を廃止するため、第21条（代表取締役、役付取

締役及び相談役）を変更するものであります。
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２．変更の内容

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

(参考書類等のインターネット開示)

第15条 当会社は、株主総会参考書類、計算書類、連

結計算書類及び事業報告に記載又は表示すべ

き事項に係る情報を、法務省令の定めるとこ

ろにより、インターネットで開示することが

できる。

（新 設）

(代表取締役、役付取締役及び相談役)

第21条 （条文省略）

3. 取締役会は、その決議により相談役をおくこ

とができる。

（新 設）

（削 除）

(電子提供措置等)

第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電子

提供措置をとるものとする。

2. 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法

務省令で定めるものの全部又は一部について、

議決権の基準日までに書面交付請求した株主

に対して交付する書面に記載しないことがで

きる。

(代表取締役及び役付取締役)

第21条 （現行どおり）

（削 除）

（附則）

1. 現行定款第15条（参考書類等のインターネット開

示）の削除及び変更案第15 条（電子提供措置等）

の新設は、会社法の一部を改正する法律（令和元

年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する

改正規定の施行の日（以下「施行日」という）か

ら効力を生ずるものとする。

2. 前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内

の日を株主総会の日とする株主総会については、

現行定款第15条はなお効力を有する。

3. 本附則は、施行日から６か月を経過した日又は前

項の株主総会の日から３か月を経過した日のいず

れか遅い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名

特に期待する知識・経験・能力

会社経営 営業 会計 法務
生産技術

製造

技術開発

IT

業界の

知見

1 村 治 俊 哉 ○ ○ ○ ○

2 濵 岡 峰 也 ○ ○

3 渡 部 健 ○ ○

4 矢 田 肇 ○ ○ ○ ○ ○

5 山 元 秀 和 ○ ○ ○

（＊）各候補者に特に期待する知識・経験・能力であり、候補者の有するすべての知見を表すものではありません。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

所有する当社の
株 式 の 数

1

ムラ ジ トシ ヤ

村 治 俊 哉
(1967年10月23日生)

（再 任）

1994年６月 当社入社

20,900株

2014年４月 建材第一営業部長

2014年７月 執行役員就任

2017年６月 取締役兼常務執行役員就任

2018年６月 取締役兼専務執行役員就任

2018年６月 建材営業部門担当

2019年４月 代表取締役社長兼社長執行役員就任（現任）

（取締役候補者とする理由）

生産部門・営業部門を中心とした経歴を持ち、特に営業部

門の責任者として能力を発揮し、2017年に取締役に就任、

2019年より代表取締役社長を務めております。その実績と経

験を活かし、強力なリーダーシップで会社を牽引するため

に、引続き取締役として選任をお願いするものであります。

2

ハマ オカ ミネ ヤ

濵 岡 峰 也
(1955年11月６日生)

（再 任）

1987年４月 大阪弁護士会登録 清和法律事務所所属（現

任）

―株

2008年６月 阪神電気鉄道㈱社外監査役就任（現任）

2011年６月 ㈱アシックス社外取締役就任

2011年６月 日本電気硝子㈱社外監査役就任

2015年６月 当社取締役就任（現任）

（取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要）

これまで、社外役員となること以外の方法で経営に関与さ

れた経験はありませんが、弁護士としての専門的見地に加

え、社外役員を含む企業法務に関する豊富な経験を当社の経

営体制の強化に活かしていただくため、引続き取締役として

選任をお願いするものであります。期待される役割として

は、これらの経験を活かし、主に取締役会において内部統制

の監督やチェックによる透明性の向上や業務執行者から独立

した客観的な立場からご意見を頂くことにあります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

所有する当社の
株 式 の 数

3

ワタ ベ ケン

渡 部 健
(1956年１月28日生)

（再 任）

1985年９月 監査法人太田哲三事務所所属（現 EY新日本有

限責任監査法人）

―株

1989年８月 公認会計士登録

2001年６月 新日本監査法人所属（パートナー）

2007年６月 同社代表社員（シニアパートナー）就任

2018年６月 渡部健公認会計士事務所所属（現任）

2019年６月 当社取締役就任（現任）

（取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要）

これまで、直接経営に関与された経験はありませんが、公

認会計士として大手企業で長年会計監査を務められた経験を

持ち、企業の業務に精通しており、その知識と経験を当社の

経営体制の強化に活かしていただくため、引続き取締役とし

て選任をお願いするものであります。期待される役割として

は、これらの経験を活かし、主に取締役会において経営の監

督や業務執行者から独立した客観的な立場からご意見を頂く

ことにあります。

4

ヤ ダ ハジメ

矢 田 肇
(1956年11月10日生)

（再 任）

2013年５月 当社入社

18,600株

2013年６月 常務取締役就任

2013年６月 設計技術部門担当

2014年７月 取締役兼常務執行役員就任

2015年５月 生産部門担当兼滋賀工場長

2017年１月 生産部門担当

2018年６月 取締役兼専務執行役員就任

2019年４月 取締役兼副社長執行役員就任（現任）

2019年４月 営業・技術・生産管掌

2021年４月 新規事業推進、営業・技術部門担当（現任）

（取締役候補者とする理由）

2013年に取締役に就任し、営業・技術・生産部門を統括

し、2019年より副社長執行役員を務めております。その実績

と経験を活かし、当社の企業体質及び企業価値向上を図るた

め、引続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

所有する当社の
株 式 の 数

5

ヤマ モト ヒデ カズ

山 元 秀 和
(1957年１月10日生)

（再 任）

1980年３月 当社入社

7,600株

2017年１月 滋賀工場長

2017年４月 執行役員就任

2019年４月 常務執行役員就任

2019年４月 生産本部長兼生産管理部長

2020年４月 生産本部長

2021年４月 生産・調達部門担当（現任）

2021年６月 取締役兼常務執行役員就任（現任）

（取締役候補者とする理由）

生産部門を中心とした経歴を持ち、滋賀工場長、生産本部

長を歴任し、2019年より常務執行役員を務めております。そ

の実績と経験を活かし、当社の企業体質及び企業価値向上を

図るため、引続き取締役として選任をお願いするものであり

ます。

（注）１．各取締役候補者は、いずれも当社との間に特別の利害関係はありません。

２．濵岡峰也氏及び渡部健氏は、社外取締役候補者であり、濵岡峰也氏は、阪神電気鉄道㈱の社外監査役を

兼務しておりますが、同社と当社との間には特別の関係はありません。

当社は濵岡峰也氏及び渡部健氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、両氏の選任が

承認された場合、継続して独立役員となる予定であります。

３．社外取締役候補者について

(1) 社外取締役に就任してからの年数

濵岡峰也氏は、本定時株主総会終結の時をもって７年となります。また、渡部健氏は、本定時株主総

会終結の時をもって３年となります。

(2) 在任中に不当な業務執行が行われた事実及びその事実の発生防止及び発生後の対応について

該当事項はありません。

(3) 社外取締役候補者との責任限定契約について

当社と濵岡峰也氏及び渡部健氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しており、同契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める額

としております。両氏の選任が承認された場合、当社との間で上記責任限定契約を継続する予定であ

ります。
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第４号議案 監査役１名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、監査役田中善秀氏が任期満了となりますので、あらた

に監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
監査役候補者とする理由

所有する当社の
株 式 の 数

サ ノ トシ ユキ

佐 野 俊 之
(1954年８月16日生)

（新 任）

1978年３月 ㈱アシックス入社

―株

2008年６月 同社取締役法務部長就任

2009年４月 同社取締役管理統括部長就任

2011年４月 同社取締役常務執行役員管理統括部長就任

2012年４月 同社取締役常務執行役員グローバル法務コンプライア

ンス統括部長就任

2014年４月 同社取締役ジャパン事業担当グローバル法務コンプラ

イアンス統括部管掌就任

2015年３月 同社取締役退任

2015年３月 アシックス商事㈱取締役管理本部、安全品質保証・CSR

部担当就任

2016年３月 同社取締役退任

2016年11月 日精テクノロジー㈱嘱託監査役補佐就任

2017年２月 同社常勤監査役就任

2021年３月 同社常勤監査役退任

（監査役候補者とする理由）

佐野俊之氏は、これまで、取締役として直接会社の経営に関与さ

れた経験があり、企業法務や企業会計の経験が豊富であり、安全品

質保証やCSRに関する経験も有していることから、社外監査役候補者

とするものであります。

（注）１．監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．佐野俊之氏は、社外監査役候補者であります。

３．社外監査役との責任限定契約について

現在、該当事項はありません。但し、佐野俊之氏が本定時株主総会で選任が承認された場合、当社との

間で会社法第４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結する予定であり、同契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める額を予定しております。

４．当社は社外監査役候補者佐野俊之氏が監査役に就任した場合には、同氏を、東京証券取引所に対し、独

立役員として届け出る予定であります。

以 上
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N

株主総会会場ご案内図

＜開催場所＞

大阪市北区大淀中１丁目１番88号

梅田スカイビル タワーイースト36階
「スカイルーム１」

【ご注意】
駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承くださいますよ

うお願い申しあげます。
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